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１．基本計画書 

 
 



備 考

90

　国際文化課程 60

　人間環境課程 60

　美術・工芸課程 30

　（学部共通）

経済学部

　経済システム課程

　経営・法律課程

医学部

　医学科 平成29年度まで

　看護学科 60

　（看護学科）

理工学部

　数理科学科 30

　物理科学科 40

60

　機能物質化学科 90

入学
定員

収容
定員

人

開設時期及
び開設年次

学位又
は称号

240

平成16年4月
第1年次

学士（学校教
育）

学士（国際文
化）

記 入 欄

フ リ ガ ナ

国立大学法人　　　佐賀大学

　本学は，教育基本法（平成18年法律第120号）第7条の規定の趣旨にのっとり，国際
的視野を有し，豊かな教養と深い専門知識を生かして社会で自立できる個人を育成す
るとともに，高度の学術的研究を行い，さらに，地域の知的拠点として，地域及び諸
外国との文化，健康，社会，科学技術に関する連携交流を通して学術的，文化的貢献
を果たすことにより，地域社会及び国際社会の発展に寄与することを目的とする。

設 置 者

フ リ ガ ナ ｻｶﾞﾀﾞｲｶﾞｸ

大 学 の 目 的

別記様式第２号（その１）

新 設 学 部 等 の 目 的

ｺｸﾘﾂﾀﾞｲｶﾞｸﾎｳｼﾞﾝ 　  ｻｶﾞﾀﾞｲｶﾞｸ

大 学 の 名 称

医学部の収容定員変更

佐賀大学　　（Saga University）

計 画 の 区 分

事 項

基　本　計　画　書

大 学 本 部 の 位 置

年次
人

　緊急医師確保対策に基づき,佐賀県内の地域医療に取組む志の高い学生を確保する
ために，入学定員を２人増加し，佐賀大学医学部と佐賀県が連携・協力して県内の地
域医療を担う医師を養成することにより，地域間で偏在する医師不足が深刻化してい
る二次医療圏の産科，小児科並びに今後不足が予想される麻酔科，救急科等の医師の
地域定着を図ることを目的とする。

所　在　地
修業
年限

学士（理学）

学士（理学，
工学）

学士（経済学）

学士（理学）

平成16年4月
第1年次

学士（人間環境，健
康福祉・スポーツ）

学士（美術・
工芸）

学士（医学）

平成16年4月
第1年次

　　年　月
第　年次

平成16年4月
第1年次

学士（看護学）

平成21年4月
第1年次

基 本 計 画

佐賀県佐賀市本庄町1番地

編入学
定　員

佐賀県佐賀市本庄町1番
地

佐賀県佐賀市鍋島5丁目
1番1号

佐賀県佐賀市本庄町1番
地

140

135

360

97
(95)

240

120

240

6

佐賀県佐賀市本庄町1番
地

新 設 学 部 等 の 名 称

文化教育学部　　　　　

　学校教育課程 360

240

　知能情報システム学科

4

4

4

4

4

4

4

4

120

560

540

582
(570)

40

20

学士（理学）160

３年次
20

３年次
10

4

4

4

新

年 人

1



　機械システム工学科 90

　電気電子工学科 90

　都市工学科 90

　（学部共通）

農学部

　応用生物科学科 45 平成18年度改組

　生物環境科学科 60 平成18年度改組

　生命機能科学科 40 平成18年度改組

　（学部共通）

60

教育学研究科

（修士課程）

　学校教育専攻 6 12

　教科教育専攻 33 66

経済学研究科

（修士課程）

　金融・経済政策専攻 4 8

　企業経営専攻 4 8

医学系研究科

（修士課程）

　医科学専攻 15 30

　看護学専攻 16 32

（博士課程）

　医科学専攻 30 平成20年度改組

工学系研究科

（博士前期課程）

　機能物質化学専攻 16 32

　物理科学専攻 15 30

27 54

　電気電子工学専攻 26 52

15 30

　数理科学専攻 11 22

　都市工学専攻 27 54

平成18年4月
第1年次

学士（工学）

学士（工学）

博士（医学）

学士（工学）

学士（農学）

修士（理学）

修士（工学）

修士（理学）

平成16年4月
第1年次

修士（教育学）

平成16年4月
第1年次

平成16年4月
第1年次

佐賀県佐賀市本庄町1番
地

佐賀県佐賀市本庄町1番
地

佐賀県佐賀市鍋島5丁目
1番1号

佐賀県佐賀市本庄町1番
地

360

佐賀県佐賀市本庄町1番
地

　機械システム工学専攻

2

2

2

2

2

4

計

4

4

平成16年4月
第1年次

修士（経済学）

修士（医科学）

修士（看護学）

修士（理学）

修士（理学）

120

修士（工学）

平成20年4月
第1年次

修士（工学）

20
5,542

(5,530)

180

240

160

40

360

360

３年次
20

4

4

4

　知能情報システム学専攻

2

2

4

2

2

2

３年次
10

2

2

2

1,307
(1,305)

　
　
　
　
　
　
　
設
　
　
　
　
　
　
　
学
　
　
　
　
　
　
　
部
　
　
　
　
　
　
　
等
　
　
　
　
　
　
　
の
　
　
　
　
　
　
　
概
　
　
　
　
　
　
　
要
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　循環物質工学専攻 17 34

32 64

9 27

7 21

14 42

農学研究科

生物生産学専攻 20 40

応用生物科学専攻 30 60

修士（学術，
理学，工学）

博士（学術，
理学，工学）

修士（農学）

博士（学術，
理学，工学）

23

0

(51)

講師

実験・実習

―

計

―科目 ―科目

教

員

組

織

新設学部等の名称
講義

学　部　等　の　名　称

新

設

4

―科目

(7)

11

(68) (37)

(48) (40)

47人
医学部

7

18 7

51

(3)

68 37

(19)

19

28

(28)

57

（0）

14

13

(13)

(14)

教授

4048

(11)

(47)

准教授

修士（工学）

（0）

博士（学術，
理学，工学）

計 374 838

教育
課程

―単位

68人

(181) （0）

兼任
教員

専任教員等

59人

(59)

計

(37)

44

7

(44)

(118)

181人75人

(30)

63

(12)

(75)

118

30

151

927 0

(68)

47 0 18

0 15

(47)

佐賀県佐賀市本庄町1番
地

0人

助手

卒業要件単位数
開設する授業科目の総数

―科目

0

(4)

13

12

（0）(6)

助教

37

0

平成16年4月
第1年次

　生体機能システム制御工学専攻

2

2

（博士後期課程）

　エネルギー物質科学専攻

　システム生産科学専攻

　生体機能システム制御工学専攻

3

3

3

演習

（修士課程）

2

2

同一設置者内における
変 更 状 況
（ 定 員 の 移 行 ，
名 称 の 変 更 等 ）

該当なし

2

(21) (23) （0）
21 0

(18)

47

(47)（0）

0

(18)（0）

(15)（0）

（0）

250

(25)

43

(151) （0） (43)

0

（0） (63)

0

0

(13) （0）

0

（0）

06

(9)

3 1 0 5

(7) (2)

0

(27) （0）

3

（0） (5)

3

(3) (3) (1) （0） (7)

20
(3) (20)（0）

6 19 0 34133

(34)

7 3 1 0 11 0 4

(57)

(1) （0） （0）(11)

(2)

20

(6) (19) （0）(133)

(4)

0 215

(7)

(7) (8) （0） （0）

7 8 0 0

(2)

6 5

(6) (5) (1) (4)

161 4

1

(11) (13) （0） (6) (30) （0） (1)

11 0

6 1 5

3013 0 6

20

0

8

(8) (6) (1) (5) (20) （0） (8)

8

8

(7) (7) (2) (2) (18) （0） (8)

7 187 2 2

　国際文化課程

　人間環境課程

　美術・工芸課程

　医学科

　看護学科

文化教育学部

　学校教育課程

経済学部

　経済システム課程

　経営・法律課程

理工学部

　数理科学科

　物理科学科

　知能情報システム学科

　機能物質化学科

　機械システム工学科

　電気電子工学科

0

(16) （0）

(15) （0）

（0）

0

3



（附属病院面積）

62,926㎡

（附属病院面積）

41,409㎡

大学全体

大学全体

大学全体

(11) （0） （0）

（0）

16,343

　生体機能システム制御工学専攻
5 4
(5) (4)

学術雑誌

冊

専 任 教 員 研 究 室

(2) (11) （0）

2 11
工学系研究科

5 0

2

7,231

〔4,554〕

3,042

新設学部等の名称

種

図書

〔4,853〕

〔うち外国書〕

699,867

〔231,886〕

0

0  ㎡

0  ㎡

0  ㎡

4

0
（0）

0

語学学習施設

室

室　　　数

（補助職員　1人） （補助職員　1人）

638

9室

大学全体

545室

演習室講義室

110室 128室

校　　　舎

専　　用

共　　用

0  ㎡

校　舎　敷　地

運 動 場 用 地

230,541㎡

135,684㎡

0  ㎡

0

0  ㎡

775

共用する他の
学校等の専用

0  ㎡

共　　用

131,305㎡

11

―

30

174

0
(2)

9

（―）

527,389

スポーツセンター

3,042

陸上競技場2面

体育館以外のスポーツ施設の概要

681

野球場2面

〔4,853〕

閲覧座席数

171

7,073㎡

16,343

面積

2,211699,867
計

図書館

〔231,886〕

2,558㎡
テニスコート21面体育館

面積

大学全体

情報処理学習施設

図
書
・
設
備

7,231

〔4,554〕

〔うち外国書〕新設学部等の名称

〔うち外国書〕

教室等

実験実習室

1712,211

点

電子ジャーナル

点点

標本機械・器具視聴覚資料

教
員
以
外
の
職
員
の
概
要

そ の 他 の 職 員

530,914㎡

131,305㎡

校
　
　
地
　
　
等

職　　　種

事 務 職 員

小          計

そ    の    他

技 術 職 員

計

164,689㎡

530,914㎡

366,225㎡

0  ㎡

0

164,689㎡

366,225㎡

30

0

0

計

区　　　分

0  ㎡

775

共用する他の
学校等の専用

0  ㎡

計

135,684㎡

230,541㎡

0  ㎡

542
(3)

0

3101

290

(22) (542)

人

兼　　任

446

(174)

人

290

446 0

―

― ―
（―）（―）

182

（―）

計

（―）（―） （―） （―） （―）（―） （―）
―

542 3 174
(174)

―

(542) (3)

既

設

分

(182)
22

(237)

（―）
― ― ―

237

計

専　　用

合          計

0  ㎡

の

概

要

計

図 書 館 専 門 職 員

分

9

該当なし

人

専　　任

（―）

237

合　　　　計

(237) (182)

(5)

22182

(4) （0）

― ― ―

6室

（―）

2311 9 1 2

(5)

27

9

(11) (9) (1) (2) (23) （0） (9)

(27) (20) (3) (5)

6 0 1

5520 3 5

16

(55)

10

1

(9) (6) （0） (1) (16) （0） (1)

9

(10) (2) (3) (26)

(4) (1) (1)

　都市工学科

農学部

7 4 1

　応用生物科学科

　生物環境科学科

　生命機能科学科
(7)

(11)

11

0

0

0

(2)

0

2

（0） (2)

5

（0）

―

収 納 可 能 冊 数

2

26

131

2 3 0

101
(22)

―

(101)

(101)

(13) （0）

4



教育学研究科

（修士課程）

　学校教育専攻 6 12

　教科教育専攻 33 66

経済学研究科

（修士課程）

　金融・経済政策専攻 4 8

　企業経営専攻 4 8

医学系研究科

（修士課程）

　医科学専攻 15 30

　看護学専攻 16 32

（博士課程）

　医科学専攻 30 平成20年度改組

工学系研究科

（博士前期課程）

　機能物質化学専攻 16 32

　物理科学専攻 15 30

27 54

　電気電子工学専攻 26 52

15 30

　数理科学専攻 11 22

　都市工学専攻 27 54

　循環物質工学専攻 17 34

32 64

平成16
年度

平成16
年度

平成16
年度

平成16
年度

佐賀県佐賀市鍋島5
丁目1番1号

国費による

千円

第６年次

佐賀県佐賀市本庄町
1番地

佐賀県佐賀市本庄町
1番地

佐賀県佐賀市本庄町
1番地

倍

開設
年度

千円共 同 研 究 費 等

開設年度

千円

完成年度

千円

千円

第４年次 第５年次

千円

佐賀大学　

所　在　地

学生納付金以外の維持方法の概要

定　員
超過率

収容
定員

第１年次 第３年次第２年次

千円

学 部 等 の 名 称
修業
年限

大 学 の 名 称

入学
定員

編入学
定　員

学位又
は称号

2

2

2

修士（教育学）

人

2

修士（経済学）

2

2

修士（理学）

修士（理学）

修士（工学）

修士（医科学）

修士（看護学）

博士（医学）

学生１人当り
納付金

教員１人当り研究費等

千円 千円

設備購入費

完成年度

図書購入費

千円

開設前年度開設年度区　分

経 費 の
見 積 り
及 び 維
持 方 法
の 概 要

経費
の見
積り

千円千円

既
　
　
　
　
　
設
　
　
　
　
　

人年

　機械システム工学専攻

　知能情報システム学専攻

大学院

年次
人

千円千円

120

平成20
年度

　生体機能システム制御工学専攻

2

2

2

2

2

2

2

2

2

4

修士（工学）

修士（理学）

修士（学術，
理学，工学）

修士（理学）

修士（工学）

修士（工学）

1.03

0.90

1.13

1.15

1.09

0.67

1.20

0.90

1.11

0.95

千円 千円

0.87

1.66

1.46

区分

1.06

1.03

2.12

5



9 27

7 21

14 42

農学研究科

生物生産学専攻 20 40

応用生物科学専攻 30 60

計

90

　国際文化課程 60

　人間環境課程 60

　美術・工芸課程 30

　（学部共通）

40
経済学部

　経済システム課程

　経営・法律課程

医学部

　医学科

　看護学科 60

　（看護学科）

20
理工学部

　数理科学科 30

　物理科学科 40

60

　機能物質化学科 90

　機械システム工学科 90

　電気電子工学科 90

　都市工学科 90

　（学部共通）

平成16
年度

平成16
年度

平成16
年度

平成16
年度

大
　
　
　
　
　
学
　
　
　
　
　
等
　
　
　
　
　
の
　
　
　
　
　
状
　
　
　
　
　
況

（博士後期課程）

　知能情報システム学科

　エネルギー物質科学専攻

　システム生産科学専攻

　生体機能システム制御工学専攻

（修士課程）

学部

文化教育学部　　　　　

　学校教育課程

4 240

4

３年次
20

120

2

4

140

135

374

4

3

2

3

3

4

4

4

6

4

4

4

4 360

95

３年次
10

570

4

4 360

4

博士（学術，
理学，工学）

博士（学術，
理学，工学）

240

博士（学術，
理学，工学）

修士（農学）

学士（看護学）

学士（医学）

240

540

560

学士（経済学）

240 学士（理学）

学士（工学）

学士（工学）

360

学士（学校教
育）

学士（国際文
化）
学士（人間環境，健
康福祉・スポーツ）

学士（美術・
工芸）

838

佐賀県佐賀市本庄町
1番地

佐賀県佐賀市鍋島5
丁目1番1号

1.04

360

平成16
年度

３年次
20 40

学士（理学，
工学）

学士（工学）360

1.22

1.08

学士（理学）160

学士（理学）120

佐賀県佐賀市本庄町
1番地

佐賀県佐賀市本庄町
1番地

1.08

1.06

1.12

1.07

1.05

1.71

1.11

1.13

1.01

1.07

0.88

1.10

1.18

1.07

1.00

0.83

0.23

佐賀県佐賀市本庄町
1番地
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農学部

　応用生物科学科 45 平成18年度改組

　生物環境科学科 60 平成18年度改組

　生命機能科学科 40 平成18年度改組

　（学部共通）

名　　　称：高等教育開発センター

名　　　称：総合分析実験センター

名　　　称：産学官連携推進機構

目　　　的：本学の産学官連携を組織的に推進する中核的拠点として，本学における

　　　　　　産学官連携の取組に積極的な役割を果たす。

所　在　地：佐賀県佐賀市本庄町１番地　

開設年月　：平成１８年８月

規　模　等：建物面積　１，１３３㎡

名　　　称：保健管理センター

目　　　的：本学の保健管理に関する専門的業務を行う。

所　在　地：佐賀県佐賀市本庄町１番地　

開設年月　：昭和４５年４月

規　模　等：建物面積　６３５㎡

名　　　称：海洋エネルギー研究センター

目　　　的：全国共同利用施設として，海洋エネルギーとその複合利用に関する研究

　　　　　　を行い，かつ，全国の大学の教員その他の研究機関の研究者で，センタ

　　　　　　ーの目的たる研究と同一の分野の研究に従事するものの利用に供する。

所　在　地：佐賀県佐賀市本庄町１番地　

開設年月　：平成１４年４月

規　模　等：敷地面積１０，７５１㎡，建物面積　４，５０３㎡

名　　　称：総合情報基盤センター

目　　　的：本学における学術情報を支える基幹情報システムを統括するとともに,

　　　　　　本学の共通的情報基盤の整備推進及び電子図書館機能の充実並びに事務

　　　　　　情報化の推進を図る。

所　在　地：佐賀県佐賀市本庄町１番地　

開設年月　：平成１８年２月

規　模　等：建物面積　９３９㎡

組　　　織：教　授　１名、准教授　１名、講　師　１名、助　教　１名

規　模　等：敷地面積　７６，５３６㎡，建物面積　４１，４０９㎡

規　模　等：建物面積　１，４７５㎡

目　　　的：生物資源開発・機器分析・放射性同位元素利用・環境安全管理に関する
　　　　　　体制を一元化し，各部門が有機的な連携を保ちつつ，教育・研究を効率
　　　　　　的に推進するための拠点施設として，学際的・複合的な領域研究にも対
　　　　　　応できる教育・研究支援体制の実現を目指す。

80

診療科数　：２６診療科
病　床　数：６０４床
所　在　地：佐賀県佐賀市鍋島五丁目1番1号

4

３年次
10 20

4 90

4 120

佐賀県佐賀市本庄町
1番地

平成18
年度

学士（農学）

1.07

1.10

1.10

規　模　等：建物面積　１０５㎡

目　　　的：企画開発部門，修学支援部門，教育支援部門により本学の大学教育につ
            いて調査・研究するとともに，その成果を実際の教育活動に適用し，本

所　在　地：佐賀県佐賀市本庄町１番地　
開設年月  ：平成１５年１０月

　　　　　　学の目的と使命を達成する。

開設年月　：平成１５年１０月

組　　　織：教　授　１名、准教授　１名

組　　　織：教　授　４名、准教授　７名、講　師　３１名、助　教　６２名

名　　　称：医学部附属病院

開設年月　：昭和５６年４月

組　　　織：准教授　４名、助　教　２名

組　　　織：准教授　１名

組　　　織：教　授　１名、准教授　１名、講　師　１名

組　　　織：教　授　３名、准教授　５名、助　教　２名

所　在　地：佐賀県佐賀市本庄町１番地　

7



名　　　称：留学生センター

所　在　地：佐賀県佐賀市本庄町１番地　

開設年月　：平成１２年４月

名　　　称：低平地研究センター

　　　　　　応用的研究を推進することにより，本学の研究教育活動及び学内外との

　　　　　　学術交流の促進を図り，併せて地域社会並びに国際社会における技術開

　　　　　　発及び技術教育の振興に資する。

所　在　地：佐賀県佐賀市本庄町１番地　

開設年月　：平成１３年４月

規　模　等：建物面積　４３９㎡

名　　　称：海浜台地生物環境研究センター

　　　　　　る生産資源の開発・利用，生産環境の保全及び流通情報システムの開発

　　　　　　化を図り、併せて地域及び我が国内外の環境に配慮した生物生産技術の

　　　　　　向上発展に寄与する。

所　在　地：佐賀県佐賀市本庄町１番地　

開設年月　：平成１５年４月

規　模　等：敷地面積１０，２２９㎡，建物面積９６０㎡

名　　　称：シンクロトロン光応用研究センター

目　　　的：本学の共同利用研究施設として，シンクロトロン光を応用して行う研究

            を推進し，その成果を公表することにより，本学の研究教育活動及び学

            術交流の活性化を図るとともに，地域社会における先端科学技術開発及

　　　　　　び産学連携の振興に資する。            

所　在　地：佐賀県佐賀市本庄町１番地　

開設年月　：平成１５年４月

規　模　等：建物面積　２５３㎡

名　　　称：地域学歴史文化研究センター

  目　　　的：地域（佐賀）の歴史文化の固有性と普遍性を探求することにより，本学

　　　　　　学を創造するとともに，広く地域社会に対し研究成果を提供する。

所　在　地：佐賀県佐賀市本庄町１番地　

開設年月　：平成１８年４月

規　模　等：建物面積　１３３㎡

名　　　称：有明海総合研究プロジェクト

            沿岸域の持続的発展を可能にするための研究の拠点として事業を進める。

所　在　地：佐賀県佐賀市本庄町１番地　

開設年月　：平成１７年４月

名　　　称：附属幼稚園

所　在　地：佐賀県佐賀市水ヶ江１丁目４番４５号　

開設年月　：昭和４５年４月

名　　　称：附属小学校

所　在　地：佐賀県佐賀市城内２丁目１７番３号　

附属施設の概要

   目　　　的：教育基本法及び学校教育法に定める教育を行うこと。                    

 　　　　　 本学部における児童に関する研究に協力し，本学部の計画に従い，学生

　　　　　　の教育実習の実施に当たること。

　　　　　　教育の理論的，実証的研究を行うとともに，他の学校との教育研究の協

　　　　　　力及び教育研究の成果の交流を行うこと。

  目　　　的：教育基本法及び学校教育法に定める保育を行うこと。                    

組　　　織：教　員　５名

 　　　　　 本学部における幼児の保育に関する研究に協力し，本学部の計画に従い，

　　　　　　学生の教育実習の実施に当たること。

　　　　　　教育の理論的，実証的研究を行うとともに，他の学校との教育研究の協

　　　　　　力及び教育研究の成果の交流を行うこと。

組　　　織：教　授　１名、准教授　１名

目　　　的：低平地における地圏環境，水圏環境並びに都市環境に関する基礎的及び　　

　　　　　　に関する研究を推進し，もって本学の教育研究活動及び学術交流の活性

　　　　　　の文系基礎学の発展・充実を図り，もって新たな学問体系としての地域

組　　　織：教　授　２名、准教授　７名、講　師　２名

組　　　織：教　授　２名、准教授　１名、講　師　２名

組　　　織：教　授　２名、准教授　２名

組　　　織：教　授　２名、講師　１名、助　教　２名

目　　　的：海浜台地において高度な生物生産体系を確立するため，海浜台地におけ　　

組　　　織：准教授　３名、講　師　２名

目　　　的：外国人留学生及び海外留学を希望する学生に，必要な教育及び指導助言

　　　　　　を行うこと等により，本学における国際交流の推進に寄与する。

  目　　　的：有明海異変の原因解明と再生に向けた取組を実施するとともに，有明海    
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開設年月　：昭和２４年５月

名　　　称：附属中学校

所　在　地：佐賀県佐賀市城内１丁目１４番４号　

開設年月　：昭和２４年５月

名　　　称：附属特別支援学校

所　在　地：佐賀県佐賀市本庄町大字正里４６－２　

開設年月　：昭和５３年４月

　　　　　　力及び教育研究の成果の交流を行うこと。

　　　　　　教育の理論的，実証的研究を行うとともに，他の学校との教育研究の協

組　　　織：教　員　２９名、職　員　１名

   目　　　的：教育基本法及び学校教育法に定める教育を行うこと。                    

 　　　　　 本学部における児童若しくは生徒の教育に関する研究に協力し，本学部

　　　　　　の計画に従い，学生の教育実習の実施に当たること。

　　　　　　の教育実習の実施に当たること。

　　　　　　教育の理論的，実証的研究を行うとともに，他の学校との教育研究の協

組　　　織：教　員　２４名、職　員　１名

　　　　　　力及び教育研究の成果の交流を行うこと。

組　　　織：教　員　２５名、職　員　２名

   目　　　的：教育基本法及び学校教育法に定める教育を行うこと。                    

 　　　　　 本学部における生徒に関する研究に協力し，本学部の計画に従い，学生
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   佐賀大学学則（案） 

（平成１６年４月１日制定） 

目次 

 第１章 総則 

  第１節 趣旨及び目的（第１条・第２条） 

  第２節 学部（第３条） 

 第２章 学部通則 

  第１節 学年，学期，休業日，修業年限及び在学年限（第４条－第７条） 

  第２節 入学，転入学，編入学及び再入学（第８条－第１５条） 

  第３節 教育課程及び履修方法（第１６条－第２１条） 

  第４節 単位の授与等（第２２条－第２７条） 

  第５節 休学，復学，退学，転学，転学部，転学科，転課程，派遣，留学及び除籍（第

２８条－第３４条） 

  第６節 卒業及び教員の免許状授与の所要資格の取得（第３５条－第３７条） 

  第７節 賞罰（第３８条・第３９条） 

  第８節 学生証（第４０条） 

  第９節 厚生施設（第４１条） 

  第１０節 科目等履修生，特別聴講学生及び研究生（第４２条－第４４条） 

  第１１節 外国人留学生（第４５条） 

  第１２節 検定料，入学料，授業料及び寄宿料（第４６条－第５７条） 

  第１３節 公開講座（第５８条） 

 第３章 改正（第５９条） 

 附則 

   第１章 総則 

    第１節 趣旨及び目的 

 （趣旨） 

第１条 この学則は，国立大学法人佐賀大学規則（平成１６年４月１日制定）第１７条第

２項の規定に基づき，佐賀大学（以下「本学」という。）の学部の入学定員，修業年限，

教育課程，学生の入学，退学，卒業その他学生の修学上必要な事項を定めるものとする。 

 （目的） 

第２条  本学は，教育基本法（平成１８年法律第１２０号）第７条の規定の趣旨にのっと

り，国際的視野を有し，豊かな教養と深い専門知識を生かして社会で自立できる個人を

育成するとともに，高度の学術的研究を行い，さらに，地域の知的拠点として，地域及

び諸外国との文化，健康，社会，科学技術に関する連携交流を通して学術的，文化的貢

献を果たすことにより，地域社会及び国際社会の発展に寄与することを目的とする。 

    第２節 学部 

 （学部） 

第３条 本学に，次の学部を置く。 

 文化教育学部 
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 経済学部 

  医学部 

 理工学部 

 農学部 

２ 前項の学部に置く学科又は課程の入学定員，編入学定員及び収容定員は，次のとおり

とする。 

学  部 学科又は課程 入学定員 
３年次編入

学定員 
収容定員 

学校教育課程 

国際文化課程 

人間環境課程 

美術・工芸課程 

（３年次編入学） 

９０人

６０人

６０人

３０人

２０人

３６０人

２４０人

２４０人

１２０人

４０人

文化教育学部 

小   計 ２４０人 ２０人 １，０００人

経済システム課程 

経営・法律課程 

１４０人

１３５人

５６０人

５４０人経 済 学 部 

小   計 ２７５人 １，１００人

医学科 

看護学科 

９７人

６０人 １０人

５８２人

２６０人医 学 部 

小   計 １５７人 １０人 ８４２人

数理科学科 

物理科学科 

知能情報システム学

科 

機能物質化学科 

機械システム工学科 

電気電子工学科 

都市工学科 

（３年次編入学） 

３０人

４０人

６０人

９０人

９０人

９０人

９０人

２０人

１２０人

１６０人

２４０人

３６０人

３６０人

３６０人

３６０人

４０人

理 工 学 部 

小   計 ４９０人 ２０人 ２，０００人

応用生物科学科 

生物環境科学科 

生命機能科学科 

（３年次編入学） 

４５人

６０人

４０人

１０人

１８０人

２４０人

１６０人

２０人

農 学 部 

小   計 １４５人 １０人 ６００人

合      計 １，３０７人 ６０人 ５，５４２人

   第２章 学部通則 

    第１節 学年，学期，休業日，修業年限及び在学年限 

 （学年及び学期） 
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第４条 学年は，４月１日に始まり翌年３月３１日に終わる。 

２ 学年を分けて，次の２学期とする。 

   前学期  ４月１日から９月３０日まで 

   後学期  １０月１日から翌年３月３１日まで 

 （休業日） 

第５条 休業日は，次のとおりとする。 

 (1) 日曜日及び土曜日 

 (2) 国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日 

 (3) 開学記念日 １０月１日 

 (4) 春季休業   ４月１日から４月７日まで 

 (5) 夏季休業   ８月１日から９月３０日まで 

 (6) 冬季休業 １２月２５日から翌年１月７日まで 

２ 前項第４号から第６号までの規定にかかわらず，教育上必要がある場合は，教授会の

議を経て，学長が休業日を変更することができる。 

３ 休業中でも必要に応じて見学又は実験実習等を課すことがある。 

４ 臨時休業については，その都度関係学部の教授会の議を経て，学長が定める。 

 （修業年限） 

第６条 修業年限は，４年とする。ただし，第３５条第２項の規定による場合は，３年以

上４年未満とする。 

２ 前項の規定にかかわらず，医学部医学科にあっては，６年とする。 

 （在学年限） 

第７条 在学年限は，８年とする。ただし，転入学，編入学又は再入学により入学した者

は，第１４条第２項により定められた在学すべき年数の２倍に相当する年数を超えて在

学することはできない。 

２ 前項の規定にかかわらず，医学部医学科にあっては，１０年とする。ただし，１年次

及び２年次の在学期間は，通算して４年を超えることができない。 

    第２節 入学，転入学，編入学及び再入学 

 （入学の時期） 

第８条 入学の時期は，学年の始めとする。 

２ 前項の規定にかかわらず，後学期の始めに学生を入学させることができる。 

 （入学の資格） 

第９条 本学に入学することのできる者は，次の各号のいずれかに該当する者とする。 

 (1) 高等学校又は中等教育学校を卒業した者 

 (2) 通常の課程による１２年の学校教育を修了した者（通常の課程以外の課程によりこ

れに相当する学校教育を修了した者を含む。） 

 (3) 外国において学校教育における１２年の課程を修了した者又はこれに準ずる者で文

部科学大臣の指定したもの 

 (4) 専修学校の高等課程（修業年限が３年以上であることその他の文部科学大臣が定め

る基準を満たすものに限る。）で文部科学大臣が別に指定するものを文部科学大臣が定
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める日以後に修了した者 

 (5) 文部科学大臣が高等学校の課程と同等の課程を有するものとして認定した在外教育

施設の当該課程を修了した者 

 (6) 文部科学大臣の指定した者 

 (7) 高等学校卒業程度認定試験規則（平成１７年文部科学省令第１号）による高等学校

卒業程度認定試験に合格した者（同規則附則第２条の規定による廃止前の大学入学資

格検定規程（昭和２６年文部省令第１３号）による大学入学資格検定に合格した者を

含む。） 

 (8) 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第５６条第２項の規定により大学に入学し

た者であって，本学において，大学における教育を受けるにふさわしい学力があると

認めたもの 

(9) 本学において，個別の入学資格審査により，高等学校を卒業した者と同等以上の学

力があると認めた者で，１８歳に達したもの 

 （入学志願） 

第１０条 本学に入学を志願する者は，所定の期日までに，入学願書その他必要な書類に

所定の検定料を添えて提出しなければならない。 

 （合格者の決定） 

第１１条 前条の入学を志願した者については，別に定めるところにより行う選考の結果

に基づき，教授会の議を経て，学長が合格者を決定する。 

 （入学手続） 

第１２条  前条の規定に基づき合格の通知を受けた者は，所定の期日までに，誓約書その

他所定の書類を提出するとともに，所定の入学料を納付しなければならない。ただし，

入学料の免除の許可を受けようとする者は，入学料免除願の提出をもって入学料の納付

に代えることができる。 

 （入学許可） 

第１３条 学長は，前条の入学手続を完了した者（入学料の免除又は徴収猶予を申請し，

受理された者を含む。）に，入学を許可する。 

 （転入学，編入学及び再入学） 

第１４条 次の各号のいずれかに該当する者があるときは，教授会の議を経て，学期の始

めに，学長が，相当年次に入学を許可することがある。 

 (1) 他の大学（外国の大学を含む。）に在学中の者で転入学を志願するもの 

 (2) 短期大学，高等専門学校，国立工業教員養成所又は国立養護教諭養成所を卒業した

者で編入学を志願するもの 

 (3) 学校教育法施行規則（昭和２２年文部省令第１１号）第９２条の３に定める従前の

規定による高等学校，専門学校又は教員養成諸学校等の課程を修了し，又は卒業した

者で編入学を志願するもの 

 (4) 外国において，学校教育における１４年の課程を修了した者で編入学を志願するも

の 

 (5) 学校教育法第８２条の１０の規定による専修学校の専門課程を修了した者で編入学
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を志願するもの 

 (6) 学士の学位を有する者又は大学を退学した者で再入学を志願するもの 

 (7) 本学を除籍された者で同一学部に再入学を志願するもの 

２ 転入学，編入学又は再入学を許可された者の在学すべき年数，履修科目及び修得単位

数は，教授会の議を経て，学部長が認定する。 

 （転入学等の規定の準用） 

第１５条 転入学，編入学及び再入学の場合には，第１０条から第１３条までの規定を準

用する。 

    第３節 教育課程及び履修方法 

 （教育課程の編成） 

第１６条 本学の教育課程は，次の教育科目をもって編成する。 

 教養教育科目 

 専門教育科目 

２ 教養教育科目は，大学入門科目，共通基礎教育科目及び主題科目に区分する。 

３ 共通基礎教育科目は，外国語科目，健康・スポーツ科目及び情報処理科目に区分する。 

４ 専門教育科目の区分は，各学部の定めるところによる。 

  （履修方法） 

第１７条 学生は，各学部の定める教育課程により，教養教育科目及び専門教育科目を履

修しなければならない。 

２ 教養教育科目の授業科目，単位数及び履修方法は，佐賀大学教養教育科目履修規程（平

成１６年４月１日制定）及び各学部規則の定めるところによる。 

３ 専門教育科目の授業科目，単位数，授業時間数及び履修方法は，各学部規則の定める

ところによる。 

４ 前２項の規定による履修科目として登録できる単位数の上限等については，各学部の

定めるところによる。 

５ 学生は，所定の教育課程以外の授業科目を履修することができる。 

 （授業の方法） 

第１８条 授業は，講義，演習，実験，実習若しくは実技のいずれかにより又はこれらの

併用により行うものとする。 

２ 前項の授業は，文部科学大臣が別に定めるところにより，多様なメディアを高度に利

用して，当該授業を行う教室等以外の場所で履修させることができる。 

３ 第１項の授業は，外国において履修させることができる。前項の規定により，多様な

メディアを高度に利用して，当該授業を行う教室等以外の場所で履修させる場合につい

ても，同様とする。 

 （単位の基準） 

第１９条 １単位の授業科目は４５時間の学修を必要とする内容をもって構成することを

標準とし，授業の方法に応じ，当該授業による教育効果，授業時間外に必要な学修等を

考慮して，次の基準により単位数を計算するものとする。 

 (1) 講義及び演習については，１５時間から３０時間までの範囲の授業をもって１単位
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とする。 

 (2) 実験，実習及び実技については，３０時間から４５時間までの範囲の授業をもって

１単位とする。ただし，芸術等の分野における個人指導による実技の授業については，

大学が定める時間の授業をもって１単位とすることができる。 

２ 前項の規定にかかわらず，卒業論文，卒業研究，卒業制作等の授業科目については，

これらの学修の成果を評価して単位を授与することが適切と認められる場合には，これ

らに必要な学修等を考慮して，単位数を定めることができる。 

 （１年間の授業期間） 

第２０条 １年間の授業を行う期間は，定期試験等の期間を含め，３５週にわたることを

原則とする。 

 （授業期間） 

第２１条 各授業科目の授業は，１５週にわたる期間を単位として行うものとする。ただ

し，教育上特別の必要があると認められる場合は，これらの期間より短い特定の期間に

おいて授業を行うことができる。 

２ 卒業論文，卒業研究，卒業制作及び経済学部の演習の授業科目については，これらに

必要な学修等を考慮して，授業期間を定めることができる。 

    第４節 単位の授与等 

 （成績の判定） 

第２２条 学生が一の授業科目を履修した場合には，成績判定の上，合格した者に対して

所定の単位を与える。 

２ 成績は，秀・優・良・可・不可の評語をもって表わし，秀・優・良・可を合格とし，

不可は不合格とする。 

 （他の大学又は短期大学における授業科目の履修） 

第２３条 教育上有益と認めるときは，第３３条第１項による他の大学又は短期大学（外

国の大学又は短期大学を含む。）との協議に基づき学生が当該他の大学又は短期大学に

おいて履修した授業科目について修得した単位（授業時間数を定めた授業科目について

は，これに相当する時間数（以下第２４条，第２５条及び３５条において同じ。））を，

教授会の議に基づき，６０単位を超えない範囲で，本学における授業科目の履修により

修得したものとみなすことができる。 

２ 前項の規定は，学生が，外国の大学又は短期大学が行う通信教育における授業科目を

我が国において履修する場合について準用する。 

 （大学以外の教育施設等における学修） 

第２４条 教育上有益と認めるときは，学生が行う短期大学又は高等専門学校の専攻科に

おける学修その他文部科学大臣が別に定める学修を，教授会の議に基づき，本学におけ

る授業科目の履修とみなし，単位を与えることができる。 

２ 前項により与えることができる単位数は，前条により本学において修得したものとみ

なす単位数と合わせて６０単位を超えないものとする。 

 （入学前の既修得単位等の認定） 

第２５条 教育上有益と認めるときは，学生が本学に入学する前に大学又は短期大学（外
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国の大学又は短期大学を含む。）において履修した授業科目について修得した単位（科

目等履修生により履修した単位を含む。）を，教授会の議に基づき，本学に入学した後

の本学における授業科目の履修により修得したものとみなすことができる。 

２ 教育上有益と認めるときは，学生が本学に入学する前に行った前条第１項に規定する

学修を，教授会の議に基づき，本学における授業科目の履修とみなし，単位を与えるこ

とができる。 

３  前２項により修得したものとみなし，又は与えることのできる単位数は，転入学，編

入学等の場合を除き，本学において修得した単位以外のものについては，第２３条及び

前条第１項により本学において修得したとみなす単位数と合わせて６０単位を超えな

いものとする。 

 （入学前に一定の単位を修得した者の修業年限の通算） 

第２６条 本学の学生以外の者が本学の科目等履修生として一定の単位（学校教育法第 

５６条の規定により入学資格を有した後，修得したものに限る。）を修得した後に本学

に入学する場合において，当該単位の修得により本学の教育課程の一部を履修したと認

められるときは，修得した単位数その他の事項を勘案して教授会の議を経て学長が定め

る期間を修業年限に通算することができる。ただし，その期間は，本学の修業年限の２

分の１を超えてはならない。 

 （長期にわたる教育課程の履修） 

第２７条 学生が，職業を有している等の事情により，修業年限を超えて一定の期間にわ

たり計画的に教育課程を履修し卒業することを希望する旨を申し出たときは，各学部の

定めるところによりその計画的な履修を認めることができる。 

    第５節 休学，復学，退学，転学，転学部，転学科，転課程，派遣，留学及び除

籍 

 （休学） 

第２８条 病気その他の事由によって継続して３月以上授業に出席できない者は，学長の

許可を得て休学することができる。ただし，疾病の場合は，医師の診断書を添えなけれ

ばならない。 

２ 休学期間は，１年以内とする。ただし，特別の理由がある場合は，１年を限度として，

その期間を延長することができる。 

３ 休学期間は，通算して２年を超えることができない。ただし，医学部医学科にあって

は３年を超えることができない。 

４ 休学期間は，在学期間に算入しない。 

 （復学） 

第２９条 休学期間が満了するとき又は休学期間中にその事由が消滅したときは，学長に

復学を願い出て，許可を受けなければならない。 

 （退学） 

第３０条 自己の都合により退学する者は，学長に願い出て，許可を受けなければならな

い。 

 （転学） 
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第３１条 他の大学への入学又は転学を志願する者は，学長に願い出て，許可を受けなけ

ればならない。 

 （転学部，転学科及び転課程） 

第３２条 転学部，転学科又は転課程を志願する者があるときは，関係する学部の教授会

の議を経て，学長が学期の始めに限り許可することがある。 

２ 転学部を許可された者の在学すべき年数，履修科目及び修得単位数は，転入する学部

の教授会の議を経て，学部長が認定する。 

３ 転学科又は転課程を許可された者の在学すべき年数，履修科目及び修得単位数は，教 

授会の議を経て，学部長が認定する。 

 （派遣及び留学） 

第３３条 教育上有益と認めるときは，他の大学又は短期大学（外国の大学又は短期大学

を含む。）との協議に基づき，当該他の大学又は短期大学の授業科目を履修させるため

学生を派遣し，又は留学させることができる。 

２ 前項の派遣及び留学については，教授会の議を経て行うものとする。 

３ 派遣及び留学の期間は，在学期間に算入する。 

４ 派遣及び留学に関し，必要な事項は，別に定める。 

 （除籍） 

第３４条 次の各号のいずれかに該当する者は，教授会の議を経て，学長が除籍する。 

 (1) 第７条に定める期間在学して卒業できない者 

 (2) 病気その他で修業の見込がない者 

 (3) 入学料の免除若しくは徴収猶予を不許可とされた者又は一部の免除を許可された者

であって，その納付すべき入学料を納付しない者 

 (4) 授業料の納付を怠り，督促を受けてもなお納付しない者 

    第６節 卒業及び教員の免許状授与の所要資格の取得 

 （卒業の認定） 

第３５条 第６条第１項本文又は第２項に規定された期間以上在学し，第１７条に規定さ

れた所定の単位を修得又は授業時間を履修した者には，教授会の議を経て，学長が卒業

を認定し，学位記を授与する。 

２ 本学（医学部医学科は除く。）に３年以上在学し，第１７条に規定された所定の単位

を優秀な成績で修得したと認められる者が，第６条第１項ただし書に定める修業年限で

卒業を希望した場合には，別に定めるところにより，教授会の議を経て，学長が卒業を

認定し，学位記を授与することができる。 

３ 前２項の規定により卒業の要件として修得すべき１２４単位のうち，第１８条第２項

の授業の方法により修得する単位数は６０単位を超えないものとする。ただし，卒業の

要件として修得すべき単位数が１２４単位を超える場合において，当該単位数のうち，

第１８条第１項の授業の方法により６４単位以上を修得しているときは，同条第２項の

授業の方法により取得する単位数は，６０単位を超えることができるものとする。 

 （学位の授与） 

第３６条 卒業者には，学士の学位を授与するものとする。 
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２ 学位には，専攻分野の名称を付記するものとする。 

３ 前項の専攻分野の名称は，別に定める。 

 （教員の免許状） 

第３７条  教員の免許状授与の所要資格を取得しようとする者は，教育職員免許法（昭和

２４年法律第１４７号）及び教育職員免許法施行規則（昭和２９年文部省令第２６号）

に定める所要の単位を修得しなければならない。 

２  本学の学科又は課程において，当該所要資格を取得できる教員の免許状の種類は，別

表に掲げるとおりとする。 

    第７節 賞罰 

 （表彰） 

第３８条 学生として表彰に価する行為があった者は，学長が表彰することがある。 

２ 学生の表彰に関し，必要な事項は，別に定める 

 （懲戒） 

第３９条 本学の学則に違反し，又は学生としての本分に反する行為をした者は，教授会

の議を経て，学長が懲戒する。 

２ 前項の懲戒の種類は，次のとおりとする。 

 (1) 退学 

 (2) 停学 

 (3) 訓告 

３ 停学期間（３月未満のものを除く。）は，第７条に規定する在学年限に含め，第６条

に規定する修業年限に含めないものとする。 

４ 懲戒に関し，必要な事項は，別に定める。 

    第８節 学生証 

 （学生証の交付） 

第４０条 入学を許可された者には，学生証を交付する。 

    第９節 厚生施設 

 （厚生施設） 

第４１条 本学に，寄宿舎その他の厚生施設を置く。 

２ 厚生施設に関し，必要な事項は，別に定める。 

    第１０節 科目等履修生，特別聴講学生及び研究生 

 （科目等履修生） 

第４２条 本学の学生以外の者で一又は複数の授業科目を履修することを志願する者があ

るときは，正規課程の学生の学修に支障のない範囲で，選考の上，学長が学期の始めに

科目等履修生として入学を許可することがある。 

２ 科目等履修生に関し，必要な事項は，別に定める。 

 （特別聴講学生） 

第４３条 他の大学又は短期大学（外国の大学又は短期大学を含む。）の学生で特定の授

業科目を履修することを志願する者があるときは，当該他の大学又は短期大学との協議

に基づき，学長が特別聴講学生として入学を許可することがある。 
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２ 特別聴講学生に関し，必要な事項は，別に定める。 

 （研究生） 

第４４条 本学教員の指導を受けて，特定の専門的課題を研究することを志願する者があ

るときは，正規課程の学生の学修に支障のない範囲で，選考の上，学長が，原則として

学期の始めに，研究生として入学を許可することがある。 

２  研究生に関し，必要な事項は，別に定める。 

    第１１節 外国人留学生 

 （外国人留学生） 

第４５条 外国人で，大学において教育を受ける目的をもって入国し，本学に入学を志願

する者があるときは，選考の上，学長が外国人留学生として入学を許可することがある。 

２ 外国人留学生に関し，必要な事項は，別に定める。 

    第１２節 検定料，入学料，授業料及び寄宿料 

 （検定料，入学料，授業料及び寄宿料） 

第４６条 検定料，入学料，授業料及び寄宿料の額は，別に定める。 

２ 第２７条の規定に基づき，当該修業年限を超えて一定の期間にわたり計画的に教育課

程を履修して卒業することを認められた者（以下「長期履修学生」という。）から徴収

する授業料の年額は，長期履修学生として，修業年限を超えて一定の期間にわたり計画

的に教育課程を履修することを認められた期間（以下「長期在学期間」という。）に限

り，前項の規定にかかわらず，同項に規定する授業料の年額に当該修業年限に相当する

年数を乗じて得た額を長期在学期間の年数で除した額（その額に１０円未満の端数があ

るときは，これを切り上げるものとする。）とする。 

（検定料の徴収） 

第４６条の２ 検定料は，入学，転入学，編入学又は再入学の出願を受理するときに徴収

するものとする。 

 （入学料の徴収） 

第４６条の３ 入学料は，入学を許可するときに徴収するものとする。 

 （入学料の免除） 

第４７条 次の各号のいずれかに該当する特別な事情により入学料の納付が著しく困難で

あると認められる者に対しては，入学料の全部又は一部を免除することがある。 

 (1) 入学前１年以内において，入学する者の学資を主として負担している者（以下「学

資負担者」という。）が死亡した場合又は入学する者若しくは学資負担者が風水害等

の災害を受けた場合 

 (2) 前号に準ずる場合であって，学長が相当と認める事由がある場合 

２ 入学料の免除を希望する者は，所定の期日までに願い出て，許可を得なければならな

い。 

 （入学料の徴収猶予等） 

第４８条 入学料の徴収猶予は，本学に入学する者（科目等履修生及び研究生等を除く。）

であって，次の各号のいずれかに該当する場合に行うことができる。 

 (1) 経済的理由によって納付期限までに納付が困難であり，かつ，学業優秀と認められ
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る場合 

 (2) 入学前 1 年以内において，学資負担者が死亡し，又は入学する者若しくは学資負担

者が風水害等の災害を受け，納付期限までに納付が困難であると認められる場合 

 (3) その他やむを得ない事情があると認められる場合 

２ 入学料の免除を願い出た者については，免除又は徴収猶予を許可し，又は不許可とす

るまでの期間，入学料の徴収を猶予する。 

３ 入学料の免除若しくは徴収猶予を不許可とされた者又は一部免除を許可された者は，

所定の期日までに，所定の入学料を納付しなければならない。 

４ 次の各号のいずれかに該当するときは未納の入学料の全部を免除する。 

 (1) 入学料の免除又は徴収猶予を願い出た者が，第２項に規定する期間内において死亡

した場合 

 (2) 入学料の免除若しくは徴収猶予を不許可とされた者又は一部免除を許可された者が，

前項に規定する期間内において死亡した場合 

 (3) 第３４条第３号の規定により除籍した場合 

 （授業料の徴収） 

第４９条 授業料の徴収は，各年度に係る授業料について，前期及び後期の２期に区分し，

前期に係る授業料は４月に，後期に係る授業料は１０月に，それぞれ年額の２分の１に

相当する額を徴収するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず，学生の申出があったときは，前期に係る授業料を徴収する

ときに，当該年度の後期に係る授業料を併せて徴収するものとする。 

３ 第１項の規定にかかわらず，入学年度の前期又は前期及び後期に係る授業料について

は，入学を許可される者の申出があったときは，入学を許可するときに徴収するものと

する。 

４ 前３項の規定にかかわらず，科目等履修生，特別聴講学生及び研究生については，所

定の期日までに授業料を徴収するものとする。 

（入学の時期が徴収の時期後である場合における授業料の額及び徴収方法） 

第４９条の２ 特別の事情により，入学の時期が徴収の時期後である場合に前期又は後期

において徴収する授業料の額は，授業料の年額の１２分の１に相当する額（その額に１

０円未満の端数があるときは，これを切り上げるものとする。）に入学した日の属する

月から次の徴収時期前までの月数を乗じて得た額とし，入学の日の属する月に徴収する

ものとする。 

 （転入学，編入学及び再入学における授業料） 

第５０条 転入学，編入学又は再入学の場合は，その者の属する年次の在学者にかかる額

と同額の授業料を納付しなければならない。 

第５１条 削除 

第５２条 削除 

 （休学期間の授業料等） 

第５３条 休学を許可されたときは，授業料の年額の１２分の１に相当する額（その額に

１０円未満の端数があるときは，これを切り上げるものとする。）に休学当月の翌月か
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ら復学当月の前月までの月数を乗じた額を免除する。 

２ 学期の中途で，復学，転学，編入学又は再入学(以下「復学等」という。）を許可され

たときは，授業料の年額の１２分の１に相当する額（その額に１０円未満の端数がある

ときは，これを切り上げるものとする。）に復学等の日の属する月から次の徴収の時期

前までの月数を乗じて得た額を復学等の当月末日までに納付しなければならない。 

（学年の中途で卒業する場合における授業料） 

第５３条の２ 特別の事情により，学年の中途で卒業する者から徴収する授業料の額は，

授業料の年額の１２分の１に相当する額（その額に１０円未満の端数があるときは，こ

れを切り上げるものとする。）に在学する月数を乗じて得た額とし，当該学年の始めの

月に徴収するものとする。ただし，卒業する月が後期の徴収の時期後であるときは，後

期の徴収の時期後の在学期間に係る授業料は，後期の徴収の時期に徴収するものとする。 

 （除籍及び退学の場合の授業料） 

第５４条 除籍又は退学の場合は，その者が在籍していた学期までの授業料を納付しなけ

ればならない。ただし，次の各号のいずれかに該当する場合は，それぞれ当該各号に掲

げる未納の授業料を免除することができる。 

 (1) 授業料の未納を理由として除籍した場合  未納の授業料の全額 

 (2) 授業料の徴収猶予又は分納を許可された者が，その願い出により退学を許可された

場合    退学の翌月以降納付すべき授業料の全額 

 (3) 死亡又は行方不明のため除籍した場合  未納の授業料の全額 

（長期履修学生に係る授業料及び徴収方法の特例） 

第５４条の２ 長期履修学生が，学年の中途で卒業する場合に徴収する授業料の額は，第

４６条第２項の規定により定められた授業料の年額の１２分の１に相当する額（その額

に１０円未満の端数があるときは，これを切り上げるものとする。）に在学する月数を

乗じて得た額とし，当該学年の始めの月に徴収するものとする。ただし，卒業する月が

後期の徴収の時期後であるときは，後期の徴収の時期後の在学期間に係る授業料は，後

期の徴収の時期に徴収することができるものとする。 

２ 長期履修学生が，長期在学期間を短縮することを認められた場合には，当該短縮後の

期間に応じて，第４６条第２項の規定により算出した授業料の年額に当該者が在学した

期間の年数（その期間に１年に満たない端数があるときは，これを切り上げるものとす

る。以下同じ。）を乗じて得た額から当該者が在学した期間（学年の中途にあっては，

当該学年の終了までの期間とする。以下同じ。）に納付すべき授業料の総額を控除した

額を，長期在学期間の短縮を認めるときに徴収するものとする。ただし，当該短縮後の

期間が修業年限に相当する期間の場合には，第４６条第１項に規定する授業料の年額に

当該者が在学した期間の年数を乗じて得た額から当該者が在学した期間に納付すべき

授業料の総額を控除した額を徴収するものとする。 

 （授業料の免除） 

第５５条 第４８条第４項第３号に該当する場合において，授業料が未納であるときは，

未納の授業料の全部を免除することがある。 

２ 学業優秀で学資の支弁困難な者及び風水害等特別の事情により学資の支弁に支障を生



 13

じた者に対しては，願い出により審査の上，授業料の全部又は一部を免除することがあ

る。 

 （授業料の徴収猶予及び月割分納） 

第５５条の２ 次の各号に掲げる事由がある者については，願い出により，当該期分の授

業料の徴収を猶予し，又は月割分納を許可することがある。 

 (1) 経済的理由によって納付期限までに授業料の納付が困難であり，かつ，学業優秀と

認められる場合 

 (2) 行方不明の場合 

 (3) その者又は学資負担者が風災害等の災害を受け，納付期限までに授業料の納付が困

難と認められる場合 

 (4) その他やむを得ない事情により納付期限までに授業料の納付が困難と認められる特

別の事情がある場合 

 （寄宿料） 

第５６条 寄宿料は，毎月所定の期日までに納付しなければならない。 

２ 第３４条第３号及び第４号に該当する場合において，寄宿料が未納であるときは，未

納の寄宿料の全部を免除することがある。 

 （既納の検定料，入学料，授業料及び寄宿料） 

第５７条 既納の検定料，入学料，授業料及び寄宿料は，返還しない。 

２ 前項の規定にかかわらず，入学者選抜において，出願書類等による選抜（以下「第１

段階目の選抜」という。）を行い，その合格者に限り学力検査その他による選抜（以下

「第２段階目の選抜」という。）を行ったときに，第１段階目の選抜で不合格になった

者及び個別学力検査等出願受付後に大学入試センター試験受験科目の不足等による出

願無資格者であることが判明した者に対しては，所定の期日までに当該者から申出があ

った場合に限り，既納の検定料のうち，別に定める第２段階目の選抜に係る額に相当す

る額を返還する。 

３ 第１項の規定にかかわらず，第４９条第２項の規定により授業料を納付した者が，後

期分授業料の徴収時期前に休学又は退学した場合には，納付した者の申出により後期分

の授業料に相当する額を返還する。 

４ 第１項の規定にかかわらず，第４９条第３項の規定により授業料を納付した者が入学

年度の前年度の３月３１日までに入学を辞退したときは，納付した者の申出により当該

授業料相当額を返還する。 

    第１３節 公開講座 

 （公開講座） 

第５８条 本学に，地域社会の教育文化の向上に資するため，公開講座を開設することが

できる。 

２ 公開講座に関し，必要な事項は，別に定める。 

   第３章 改正 

 （改正） 

第５９条 この学則の改正は，教育研究評議会において構成員の３分の２以上の賛成がな
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ければならない。 

 

   附 則 

１ この学則は，平成１６年４月１日から施行する。 

２ 国立大学法人の成立の際現に国立学校設置法の一部を改正する法律（平成１５年法律

第２９号）附則第２項の規定により平成１５年９月３０日に在学する者が在学しなくな

る日までの間存続するものとされた佐賀大学及び佐賀医科大学に在学する者（次項にお

いて「在学者」という。）に係る卒業するために必要であった教育課程の履修は，本学

において行うものとし，本学は，そのため必要な教育を行うものとする。この場合にお

ける教育課程の履修その他当該学生の教育に関し，必要な事項は，平成１６年３月３１

日において現に適用されていた教育課程の履修その他当該学生の教育に関する規程等

に定めるところによる。 

３ この学則施行後，第１４条の規定に基づき，在学者の属する年次に転入学，編入学又

は再入学する者に係る教育課程の履修その他当該学生の教育に関し，必要な事項は，理

工学部機械システム工学科に転入学，編入学又は再入学する者を除き，前項の規定を準

用する。 

   附 則（平成１６年７月２０日改正） 

 この学則は，平成１６年７月２０日から施行する。 

   附 則（平成１７年５月２０日改正） 

 この学則は，平成１７年５月２０日から施行し，平成１７年４月１日から適用する。 

附  則（平成１７年９月２７日改正） 

この学則は，平成１７年９月２７日から施行する。 

附 則（平成１７年１２月１６日改正） 

この学則は，平成１７年１２月１６日から施行する。 

附 則（平成１８年２月１６日改正） 

１ この学則は，平成１８年４月１日から施行する。 

２ 平成１８年度から平成２０年度までの農学部の収容定員は，改正後の第３条第２項 

 の規定にかかわらず，次の表のとおりとする。 

学 部 学   科 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 

農学部 

応用生物科学科 

生物環境科学科 

生命機能科学科 

（３年次編入学） 

４５人

    ６０人

    ４０人

９０人

  １２０人

    ８０人

１３５人 

   １８０人 

   １２０人 

     １０人 

３ 平成１８年３月３１日に農学部に置かれている学科は，改正後の規定にかかわらず， 

平成１８年３月３１日において現に当該学科に在学する者（以下この項において「在学 

者」という。）及び平成１８年４月１日以降において在学者の属する年次に転入学，編 

入学又は再入学する者が在学しなくなる日までの間，存続するものとする。 

４ 平成１８年３月３１日において現に農学部に在学する者（以下この項において「在学 

者」という。）及び平成１８年４月１日以降において在学者の属する年次に転入学，編 
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入学又は再入学する者については，なお従前の例による。 

附 則（平成１８年１２月４日改正） 

この学則は，平成１８年１２月４日から施行する。 

   附 則（平成１９年２月１６日改正） 

 この学則は，平成１９年４月１日から施行する。 

附 則（平成１９年４月２０日改正） 

１ この学則は，平成１９年４月２０日から施行し，平成１９年４月１日から適用する。 

２ 平成１９年３月３１日において現に在学する者（以下「在学者」という。）及び在学者

の属する年次に転入学，編入学又は再入学する者についての，改正後の第２２条第２項

の規定の適用に関しては，なお従前の例による。 

   附 則（平成  年 月  日改正） 

１ この学則は，平成２１年４月１日から施行する。 

２ 改正後の第３条第２項の規定による医学部医学科の入学定員は，平成２１年度から平 

成２９年度までのものとし，平成２１年度から平成２５年度までの医学部医学科の収容 

定員，医学部の収容定員及び全学部の収容定員については，同項の規定にかかわらず，

次の表のとおりとする。 

 収容定員 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 

医学部医学科 ５７２人 ５７４人 ５７６人 ５７８人 ５８０人 

医学部 ８３２人 ８３４人 ８３６人 ８３８人 ８４０人 

全学部 ５，５３２人 ５，５３４人 ５，５３６人 ５，５３８人 ５，５４０人 
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別表 (第３７条第２項関係) 

学   部 学科又は課程 教員免許状の種類 免許教科の種類 

小学校教諭１種免許状  

中学校教諭１種免許状 数学，理科，音楽 

高等学校教諭１種免許状
数学，理科，音楽，情

報 

特別支援学校教諭１種免

許状（知的障害者）（肢体

不自由者）（病弱者） 

 
学校教育課程 

幼稚園教諭１種免許状  

中学校教諭１種免許状 国語，社会，英語 

国際文化課程 
高等学校教諭１種免許状

国語，書道，地理歴史，

公民，英語 

中学校教諭１種免許状 保健体育，技術，家庭
人間環境課程 

高等学校教諭１種免許状 保健体育，家庭，工業

中学校教諭１種免許状 美術 

文化教育学部 

美術・工芸課程 
高等学校教諭１種免許状 美術，工芸 

中学校教諭１種免許状 社会 
経済学部 

経済システム課程 

経営・法律課程 高等学校教諭１種免許状 地理歴史，公民，商業

中学校教諭１種免許状 数学 
数理科学科 

高等学校教諭１種免許状 数学 

中学校教諭１種免許状 理科 
物理科学科 

高等学校教諭１種免許状 理科 

中学校教諭１種免許状 数学 知能情報システム

学科 高等学校教諭１種免許状 数学，情報 

中学校教諭１種免許状 理科 
機能物質化学科 

高等学校教諭１種免許状 理科，工業 

機械システム工学

科 

電気電子工学科 

理工学部 

都市工学科 

高等学校教諭１種免許状 工業 

中学校教諭１種免許状 理科 

農学部 

応用生物科学科 

生物環境科学科 

生命機能科学科 
高等学校教諭１種免許状 理科，農業 

 



変 更 事 項 を 記 載 し た 書 類 

 
 
１．変 更 事 項： 
       

  学則（収容定員）の変更 
 
 
 
２．変更する理由： 
       

  緊急医師確保対策に基づき，佐賀県内の地域医療に取組む志の高い

学生を確保するために，平成２１年度から２９年度まで入学定員を２人増

加し，佐賀大学医学部と佐賀県が連携・協力して県内の地域医療を担う

医師を養成し，佐賀県内への医師の定着を図り，併せて，地域間・診療

科間で偏在する小児科等の特定診療科の医師不足の対策を図るため。 
 
 
 
３．変 更 点： 

 
医学部医学科の入学定員を平成 21 年度から平成 29 年度までの間、２

名増員し，95 人から 97 人へ変更する。これに伴い，収容定員を 570 人

から 582 人へ変更する。 
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佐賀大学学則改正案・現行対照表

改 正 案 現 行

（学部） （学部）

第３条 本学に，次の学部を置く。 第３条 （同左）

文化教育学部

経済学部

医学部

理工学部

農学部

２ 前項の学部に置く学科又は課程の入学定員，編入学定員及び収容定員 ２ （同左）

は，次のとおりとする。

学 部 学科又は課程 入学定員 収容定員 学 部 学科又は課程 入学定員 収容定員
３年次編 ３年次編

入学定員 入学定員

（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略）

医学科 ９７人 ５８２人 医学科 ９５人 ５７０人

医学部 看護学科 ６０人 １０人 ２６０人 医学部 看護学科 ６０人 ２６０人

小 計 １５７人 １０人 ８４２人 小 計 １５５人 １０人 ８３０人

（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略）

合 計 ６０人 ５，５４２人 合 計 ６０人 ５，５３０人１，３０７人 １，３０５人

３ 前項の学部及び当該学部に置く学科又は課程の目的は，各学部及び各 ３ （同左）

学科又は各課程ごとに別に定める。

附 則

１ この学則は，平成２１年４月１日から施行する。

２ 改正後の第３条第２項の規定による医学部医学科の入学定員は，平成

２１年度から平成２９年度までのものとし，平成２１年度から平成２５

1
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年度までの医学部医学科の収容定員，医学部の収容定員及び全学部の収

容定員については，同項の規定にかかわらず，次の表のとおりとする。

平成２１ 平成２２ 平成２３ 平成２４ 平成２５
収 容 定 員

年度 年度 年度 年度 年度

医学部医学科 ５７２人 ５７４人 ５７６人 ５７８人 ５８０人

医学部 ８３２人 ８３４人 ８３６人 ８３８人 ８４０人

５，５３２人 ５，５３４人 ５，５３６人 ５，５３８人 ５，５４０人全学部

1
8
 



 
 
 
 
 

４．意思の決定を証する書類 
 





 
 
 
 
 
５．医学部の収容定員変更の趣旨等

を記載した書類 
 



収容定員変更の趣旨等を記載した書類 

 
１ 収容定員変更の内容 

  佐賀大学医学部医学科の入学定員を，平成 21 年度から平成 29 年度までの間，２人増

員し，現行の 95 人から 97 人へ変更する。これに伴い，収容定員を 570 人から 582 人

へ変更する。 
 
２ 収容定員変更の必要性 

佐賀県の医師数は，人口 10 万人当たり 228.2 人で，全国平均 211.7 人を若干上回る

が，県内の地域間・診療科間において医師の偏在があるため，特定の診療科では医師不

足が深刻な状況にあり，小児科，産科等の不足する診療科の医師を育成・確保する必要

がある。 
厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査」によると，資料１で示すように，佐賀県

全体の小児科医総数は 100 人程度に達し，５歳未満小児 1,000 人当たりの医師数は平成

16 年度 2.4 人で，全国平均のレベルに近づいているが，県内の二次医療圏ごとの状況

を見ると医師の偏在があり，県全体では 2.4 人であるのに対して西部 1.5 人，北部 1.3
人という小児科医不足の二次医療圏がある。 

産科医については，資料２で示すように，佐賀県全体の産科医数は平成８年の 86 人

から平成 16 年の 76 人に減少している。出生児 1,000 人当たりの産科医数は，少子化

の進行により県全体では平成８年の 10 人から横ばいの傾向にあるが，北部二次医療圏

は８人，東部二次医療圏では４人というように産科医の偏在が顕著になっており，産科

医不足の解消は今後の大きな課題である。 
これらの医師不足による窮状を示す具体的事例として， 

①北部医療圏の唐津赤十字病院では，産科医２人，小児科医２人で 24 時間の診療体制

を敷かざるを得ない状況に陥り，佐賀県に対し医師確保支援の要請がなされている。 
②また，西部医療圏の伊万里市立市民病院では，既に平成１５年４月から小児科診療を

停止しており，地域医療の崩壊の危機に瀕している。 
③さらに，中部医療圏の佐賀県立病院好生館でさえ，医師の退職により平成 20 年４月

からの産科診療が危ぶまれている。 
などがあり，その他に，麻酔科，救急科等においても同様な医師の偏在が懸念されてい

るところである。 
一方，佐賀大学医学部医学科の卒業者は，従前は 50％以上の新卒者が医学部附属病

院で研修を行っていたが，新医師臨床研修制度が導入された平成 16 年度からは 40％を

下回り，平成 17 年度は 22％，平成 18 年度は 33％に低下した（資料３）。また，附属

病院における研修医採用状況も同様で，平成 15 年度までは 50 名前後の研修医を確保

できていたが，新医師臨床研修制度における後期研修が始まった平成 18 年度以降は 30
名を下回る状況となった（資料４）。 
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これにより，研修終了後の医師を地域の医療機関に供給する医学部附属病院の役割

を十分に果たせない状況に陥っている。さらに，地域の医療供給体制が崩壊したことに

伴い，特定の基幹病院に症例が過剰に集中し，特に外科系では手術症例数の増加傾向に

対応しきれない状況も生じている（資料５）。 
 
このような状況を踏まえ，佐賀大学医学部は，平成 17 年度入試から推薦入学の地域

枠（８人以内）の設定，さらに，平成 20 年度入試に佐賀県推薦入学制度を導入，卒前

及び卒後における地域医療教育の取組み等により，また，佐賀県による小児科・産科・

救急科･麻酔科を志す医師修学資金制度を平成１７年度に導入することにより，地域医

療に貢献する医師の確保に努めてきた。 
この度，緊急医師確保対策に基づき，佐賀県から県内唯一の医師養成機関である佐

賀大学に定員増の要請があったため，佐賀県及び佐賀大学の関係者で構成する「佐賀県

における緊急医師確保対策協議会」を設置して協議を行い，入学定員を２人増加し，佐

賀大学医学部と佐賀県が互いに連携・協力して「佐賀大学における地域医療を担う医師

を養成するためのプログラム（地域医療プログラム）」（資料６）を実行することにより

佐賀県内への医師の定着を図り，併せて，地域間・診療科間で偏在する産科，小児科の

医師確保並びに今後予想される麻酔科，救急科等の特定診療科の医師不足の対策を図る

こととした。 
 
３ 収容定員変更に伴う教育課程等の変更 

（１）入学者選抜 

   佐賀大学医学部医学科では，平成 20 年度入学者選抜試験においては次のような入 
学者選抜を実施している。 
平成 20 年度入学者選抜試験 

区  分 募集人員 
推薦入学 ２５人（地域枠 ８人以内） 
佐賀県推薦入学特別選抜 ２人 
帰国子女特別選抜 若干人 
一般選抜前期日程 ５０人 
一般選抜後期日程 １８人 

 
過去には，入学者における県内高等学校出身者の占める割合が年度によってばらつ 

きがあったにもかかわらず（資料７，８），一定の本学附属病院就職者を確保できてい 
たが，平成 16 年度の新医師臨床研修制度の導入に伴い，本学附属病院就職者が激減 
したため，平成１７年度入試から，推薦入学に地域枠（県内高校新卒者８人以内）を 
設定し，地域医療に貢献する医師の確保に努めてきた。 
さらに，佐賀県との協議により，平成 20 年度入試から，佐賀県の推薦を受けた者 

を対象とする佐賀県推薦入学特別選抜を導入し，後期日程募集人員（平成 19 年度 20 
人）を２人減らして，その分をこれに充てることにより実施したところである。 
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 平成２１年度入試からは，増員する２人を佐賀県推薦入学特別選抜の募集人員に充 
て，後期日程募集人員を従前の２０人に戻し，以下のような区分等により入学者選抜 
を実施する。 
平成 2１年度入学者選抜試験（予定） 

区  分 募集人員 
推薦入学 ２５人（地域枠 ８人以内） 
佐賀県推薦入学特別選抜 ２人 

帰国子女特別選抜 若干人 
一般選抜前期日程 ５０人 
一般選抜後期日程 ２０人 

 
 佐賀県推薦入学特別選抜の概要 

◎ 佐賀県による第１次選考 
   書類選考，集団面接，個人面接により６人程度を選抜する。 
◎ 佐賀大学による第２次選考 
  総合問題，面接により２人を選抜する。 

 
また，上記の佐賀県推薦入学特別選抜及び佐賀大学における地域医療を担う医師を 

養成するためのプログラム（地域医療プログラム）について，ホームページ，佐賀大 

学メールマガジン，佐賀大学広報誌，ジョイントセミナー，オープンキャンパス，県 
内高等学校長との連絡会，九州地区高等学校進路指導担当教諭との連絡協議会等のあ 
らゆる機会を通じて，広報活動を行うこととする。 

 
（２）教育課程 

  ① 現行の取組をさらに強化するもの 

現行カリキュラム（平成 20 年度から一部改定）において，次のような地域医療に 
関する教育を既に行っているため，大幅なカリキュラム改定の必要はないが，教育内 
容については更に工夫・充実させることとする。 
ア アーリー・エクスポージャー（早期体験学習） 

昭和 53 年の開学当初から，１年次に重度障害児施設等での「アーリー・エクス 
ポージャー（早期体験学習）」を医療入門Ⅰのなかで実施している。医療の現場を見 
学させ，社会が必要とする医療について考えさせるとともに，学習の動機付けをす 
る。 

イ 医療入門 
医学部附属地域医療科学教育研究センターが中心となって，患者付添い実習や医

療体験実習など地域医療に密着した教育を１年次から３年次まで継続したカリキュ

ラムで実施している。特に，３年次の「医療入門Ⅲ」においては，地域の療養型・

介護型医療機関等で１週間の実習を行い，プライマリ・ケアの実際に触れるととも

に，急性期医療，療養型医療のそれぞれの現場でさまざまな職種の業務がどのよう
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に行われているかを体験し理解させ，今日の医療における高齢者の問題や療養型医

療の重要性を理解させる。 
ウ 社会医学 

４年次の機能・系統別ＰＢＬ（Problem Based Learning）科目「社会医学」の中 
で，プライマリヘルスケア，地域保健医療計画，衛生行政，保健所活動等の佐賀県 
の地域保健に関する講義の他，１週間の保健所実習等を行い，地域医療について学 
ばせる。 

エ プライマリ・ケア，救急，周術期医療 
４年次の機能・系統別ＰＢＬ科目「プライマリ・ケア，救急，周術期医療」の中 

で，介護と在宅医療や地域医療連携について学ばせる（平成２０年度から，「地域医 
療」と「救急・麻酔」に分割する）。 

オ 臨床実習 
５年次の各診療科実習においては，本学附属病院での実習の他に，国立病院機構 

佐賀病院，国立病院機構肥前精神医療センター，佐賀社会保険病院，唐津赤十字病 
院等の地域の基幹病院においても実習を行い，地域医療の現場を学ばせる。 

カ 救急車同乗実習 
平成２年度から実施している５年次学生の「救急車同乗実習」において，佐賀消 

防署が行っている救急業務の実態を見学し，救急現場での初期対応を学ぶとともに， 
佐賀市における救急患者受入状況を通して地域医療の現状を学ばせる。 

キ 関連教育病院実習 
６年次に「関連教育病院実習」として，地域医療の基幹病院である佐賀県立病院 

好生館において，軽症患者から重症患者まで，難病，救急患者等も含めて極めて幅 
広い患者を対象とした医療を学ばせる。 

ク 基礎系・臨床系選択科目 
６年次に開設する「基礎系・臨床系選択科目」において，地域医療を志す学生の 

   ために「診療所実習」及び「在宅医療・在宅ケア実習」を開設し，地域医療の中核 
病院で第一線の医療を学ばせる。 

  ② 今後行う取組 

  上記①の現行の取組をさらに強化するものに加えて，現行カリキュラムを一部改 
定し（資料９），次の取組を今後進めていくこととした。 
ア 地域医療実習の体系化 

療養型病床群，老人保健施設，在宅医療や訪問看護，僻地診療所等のさまざま 
なケアの現場に赴き，地域における包括的な医療のあり方や保健・福祉と医療の 
かかわりを学ぶための１週間の「学外総合ケア実習」を６年次の必修科目として 
平成１０年度から実施していたが，カリキュラム改定により平成１６年度から臨 
床実習のなかの総合診療部実習で行っていた。これを，平成１９年度からカリキ 
ュラムを改定し，５年次に行う２週間の総合診療部実習と６年次に行う２週間の 
「地域医療実習」に分割した。平成２０年度には６年次の「地域医療実習」を開 
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始し，地域医療の現場での実習を充実させる。 
イ 佐賀県推薦入学特別選抜入学生に対する地域医療現場学習の強化 

佐賀県推薦入学特別選抜により入学した学生には，上記クの基礎系・臨床系選 
択科目「診療所実習」及び「在宅医療・在宅ケア実習」の履修を義務付け，地域 
医療現場における実習機会を増やし，地域医療に対する認識と動機付け教育を強 
化する。 

 
（３）卒後臨床研修 

① 卒後臨床研修の充実・強化 

佐賀大学医学部附属病院関連初期臨床研修プログラムは，地域の基幹病院として 
の佐賀大学医学部附属病院を中心に研修を行う他，佐賀県内及びその周辺の研修病 
院の協力を得て，大学病院と地域の病院との両方で研修が可能としている。また， 
地域医療・地域保健では診療所外来を中心とし，選択期間では，地域に密着した中 
小病院での選択研修も可能にしており，「地域基盤型大学病院研修」を特徴とすると 
言える。この研修プログラムを更に充実するともに，卒後臨床研修センターのサポ 
ート体制の強化を図る。 

② 学生進路指導の強化 
佐賀大学医学部では，開学当初からチューター制度を導入しており，医学科５年 

次・６年次を担当するチューターは臨床系教員の教授・准教授を充てている。各チ 
ューターは，佐賀大学医学部附属病院及び佐賀県内の医療機関での研修を勧奨し， 
佐賀大学医学部医学科卒業生が一人でも多く佐賀県内に残るよう努力しているが， 
この取り組みを強化する。 

 
４ 佐賀県医師修学資金 

佐賀県では，平成１７年度から，４年次以上の医学生等を対象に，将来，佐賀県内の 

公的病院の小児科・産科・救急科・麻酔科において勤務することを条件に修学資金を貸 

与し，貸与期間の１．５倍の期間，勤務することで返還を免除する佐賀県医師修学資金 

制度（募集人員５人以内）を導入している。 

また，佐賀県は，平成２１年度から，従来の佐賀県医師修学資金とは別に，増員する

２人を選抜する佐賀県推薦入学特別選抜による入学者のために，新たに２人分の修学資

金を確保し，１年次から貸与を受けることができることとした。（資料１０） 
   
   

貸与実績等 

平成１７年度  小児科４人 

平成１８年度  小児科３人 
平成１９年度  小児科１人，産科３人，麻酔科１人 

 



資料１

佐賀県の小児科医数

平成８年 平成10年 平成12年 平成14年 平成16年

総　数 89 93 93 98 100

診　療
機関別

病　院 49 55 50 54 61

診療所 40 38 43 44 39

２
次
保
健
医
療
圏
別

中部

医師数 45 52 49 56 56

小児５歳未満人口 18,940 18,596 18,201 17,855 17,139

小児５歳未満千人当たり医師数 2.4 2.8 2.7 3.1 3.3

東部

医師数 10 12 12 9 11

小児５歳未満人口 5,637 5,670 5,809 5,848 5,937

小児５歳未満千人当たり医師数 1.8 2.1 2.1 1.5 1.9

北部

医師数 9 8 8 9 9

小児５歳未満人口 7,351 7,216 6,991 7,022 6,858

小児５歳未満千人当たり医師数 1.2 1.1 1.1 1.3 1.3

西部

医師数 4 2 5 7 6

小児５歳未満人口 4,288 4,242 4,056 3,976 3,959

小児５歳未満千人当たり医師数 0.9 0.5 1.2 1.8 1.5

南部

医師数 21 19 19 17 18

小児５歳未満人口 9,326 9,029 8,560 8,245 7,829

小児５歳未満千人当たり医師数 2.3 2.1 2.2 2.1 2.3

県全体

医師数 89 93 93 98 100

小児５歳未満人口 45,542 44,753 43,617 42,946 41,722

小児５歳未満千人当たり医師数 2 2.1 2.1 2.3 2.4

※厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査」（平成８・１０・１２・１４・１６年）
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資料２

佐賀県の産科医数

平成８年 平成10年 平成12年 平成14年 平成16年

総　数 86 87 85 82 76

診　療
機関別

病　院 38 35 39 35 35

診療所 48 52 46 47 41

２
次
保
健
医
療
圏
別

中部

医師数 47 44 48 45 38

出生数 3,785 3,657 3,697 3,430 3,223

出生児千人当たり医師数 12 12 13 13 12

東部

医師数 5 5 6 7 5

出生数 1,110 1,068 1,138 1,112 1,129

出生児千人当たり医師数 5 5 5 6 4

北部

医師数 10 12 10 9 10

出生数 1,424 1,468 1,450 1,351 1,323

出生児千人当たり医師数 7 8 7 7 8

西部

医師数 6 7 7 6 9

出生数 861 829 778 813 733

出生児千人当たり医師数 7 8 9 7 12

南部

医師数 18 19 14 15 14

出生数 1,761 1,719 1,682 1,496 1,436

出生児千人当たり医師数 10 11 8 10 10

県全体

医師数 86 87 85 82 76

出生数 8,941 8,741 8,745 8,202 7,844

出生児千人当たり医師数 10 10 10 10 10

※厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査」（平成８・１０・１２・１４・１６年）

※産科医数＝産婦人科医師数＋産科医師数
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資料３

本学 他大学等 本学 他大学等

平成１０年度 110 95 15 42(44%) 52(55%) 1( 1%)

平成１１年度 86 72 14 38(53%) 32(45%) 1( 1%) 1( 1%)

平成１２年度 95 88 7 40(45%) 48(55%)

平成１３年度 96 93 3 49(53%) 44(47%)

平成１４年度 87 83 4 48(58%) 34(41%) 1( 1%)

平成１５年度 89 79 10 40(51%) 38(48%) 1( 1%)

平成１６年度 104 93 9 2 36(39%) 56(60%) 1( 1%)

平成１７年度 94 88 6 19(22%) 68(77%) ※2 1( 1%)

平成１８年度 92 89 3 29(33%) 59(66%) 1( 1%)

（注）平成１７年度の医師国家試験不合格者のうち２名が本学大学院へ進学。

卒業者の進路状況の推移

その他
区　　分 卒業者数

医師国家
試験合格
者数

医師国家
試験不合
格者数

医師国家
試験未受
験

合格者の内訳

就職者数 進学者数
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膠
原
病
・
リ
ウ
マ
チ
内
科

呼
吸
器
内
科

神
経
内
科

血
液
内
科

循
環
器
内
科

腎
臓
内
科

消
化
器
内
科

肝
臓
・
糖
尿
病
・
内
分
泌
内
科

小
　
　
　
　
計

平成１０年度 2 1 1 3 2 8 4 1 2 4 2 3 3 5 5 58

平成１１年度 1 1 3 2 4 5 1 1 2 3 1 2 4 4 50

平成１２年度 4 1 1 2 2 1 1 1 1 3 2 2 4 2 2 43

平成１３年度 1 3 3 7 1 1 1 5 1 4 2 1 6 3 49

平成１４年度 4 5 8 3 4 2 1 1 2 2 1 5 1 1 3 53

平成１５年度 4 3 8 3 3 3 4 2 2 2 2 1 1 1 1 4 2 52

平成１６年度 　 　 0

平成１７年度 　 0

平成１８年度 1 2 3 6 1 3 3 2 2 3 1 2 1 1 1 1 27

平成１９年度 1 3 1 5 1 2 3 3 1 2 1 3 2 3 1 2 29

※　平成１８年度及び平成１９年度については，後期研修１年目の医員数を記載（各年度4/1現在）。平成１６年度及び平成１７年度については現システム

　　への過渡期のため，対象者なし。

　　 平成１６年度以前については，１年目の医員（研修医）数を記載（各年度5/16現在）。
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研修医採用の推移
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病
理
部

検
査
部

歯
科
口
腔
外
科

ス
ー
パ
ー
ロ
ー
テ
イ
ト
コ
ー
ス

総
合
診
療
部

救
命
救
急
セ
ン
タ
ー

（
救
急
部

）

集
中
治
療
部

感
染
制
御
部

耳
鼻
咽
喉
科

放
射
線
科

麻
酔
科
蘇
生
科

リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ

ョ
ン
科

脳
神
経
外
科

泌
尿
器
科

産
科
婦
人
科

眼
科

一
般
・
消
化
器
外
科

心
臓
血
管
外
科

 

（
胸
部
外
科

）

形
成
外
科

整
形
外
科

内　科 皮
膚
科

精
神
神
経
科

小
児
科

資
料
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手術件数の推移

区　分
消
化
器

胸
部

脳
外

整
形

形
成

皮
膚

泌
尿
器

産 婦
人

眼 耳
鼻

口
外

内 腎 麻
酔

そ
の
他

計

平成１０年度 386 340 209 397 101 100 243 52 245 636 412 243 34 68 181 61 3,708

平成１１年度 368 326 156 550 82 100 247 56 224 595 392 261 52 62 218 62 3,751

平成１２年度 351 370 148 664 135 147 321 63 244 709 393 260 134 88 90 63 4,180

平成１３年度 386 356 151 745 130 140 262 56 267 726 358 242 104 51 125 58 4,157

平成１４年度 375 351 165 758 165 167 331 67 258 558 328 229 90 87 94 48 4,071

平成１５年度 400 348 173 833 190 164 285 47 267 444 307 221 108 90 147 71 4,095

区　分

総
合
診
療
部

呼
吸
器
内
科

循
環
器
内
科

心
臓
血
管
外
科

消
化
器
内
科

一
般
･
消
化
器
外
科

肝
臓
･
糖
尿
病
･
内
分
泌
内
科

血
液
内
科

神
経
内
科

脳
神
経
外
科

整
形
外
科

形
成
外
科

膠
原
病
･
リ
ウ
マ
チ
内
科

皮
膚
科

腎
臓
内
科

泌
尿
器
科

精
神
神
経
科

産
科
婦
人
科

小
児
科

眼
科

耳
鼻
咽
喉
科

放
射
線
科

麻
酔
科
蘇
生
科

歯
科
口
腔
外
科

リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ

ョ
ン
部

救
急
部

計

平成１６年度 3 364 1 463 67 3 2 178 828 228 196 87 318 341 6 436 287 148 242 1 4,199

平成１７年度 3 315 1 442 53 2 159 904 202 198 78 338 1 330 4 688 303 181 273 2 4,477

平成１８年度 1 366 4 498 56 7 167 800 243 178 83 316 392 8 903 273 143 243 2 4,683資
料

５

1
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資料６ 
佐賀大学における地域医療を担う医師を養成するためのプログラム（地域医療プロ

グラム） 

 
 
１ 入学者選抜 

佐賀県の推薦を受けた者を対象とした佐賀県推薦入学特別選抜を既に平成 20 年度入 
試から導入しており，本プログラムで募集する学生の選抜については，この選抜方法を 
準用する。 

佐賀県による第１次選考   書類選考，集団面接，個人面接により６人程度を選 
              抜 
佐賀大学による第２次選考  総合問題，面接により２人を選抜 

 
２ 教育課程 

現行カリキュラム（平成 20 年度から一部改定）において，次のような地域医療に関 
する教育を既に行っているため，大幅なカリキュラム改定の必要はないが，教育内容に 
ついては更に工夫・充実させることとする。 
また，本プログラムの学生には，下記⑨基礎系・臨床系選択科目「診療所実習」及び 

「在宅医療・在宅ケア実習」の履修を義務付け，更に実習内容の充実を図る。 
① アーリー・エクスポージャー（早期体験学習） 

昭和 53 年の開学当初から，１年次に重度障害児施設等での「アーリー・エクスポ 
ージャー（早期体験学習）」を実施している。地域医療の現場を見学させ，社会が必要 
とする医療について考えさせるとともに，学習の動機付けをする。 

② 医療入門 
３年次の「医療入門Ⅲ」において，地域の療養型・介護型医療機関等で１週間の実

習を行い，プライマリ・ケアの実際に触れるとともに，急性期医療，療養型医療のそ

れぞれの現場でさまざまな職種の業務がどのように行われているかを体験し理解させ，

今日の医療における高齢者の問題や療養型医療の重要性を理解させる。 
③ 社会医学 

４年次の機能・系統別ＰＢＬ（Problem Based Learning）科目「社会医学」の中で， 
プライマリヘルスケア，地域保健医療計画，衛生行政，保健所活動等の佐賀県の地域 
保健に関する講義の他，１週間の保健所実習等を行い，地域医療について学ばせる。 

④ プライマリ・ケア，救急，周術期医療 
４年次の機能・系統別ＰＢＬ科目「プライマリ・ケア，救急，周術期医療」の中で， 

介護と在宅医療や地域医療連携について学ばせる。 
⑤ 臨床実習 

５年次の各診療科実習においては，本学附属病院での実習の他に，国立病院機構佐 
賀病院，国立病院機構肥前精神医療センター，佐賀社会保険病院，唐津赤十字病院等 
の地域の基幹病院においても実習を行い，地域医療の現場を学ばせる。 
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⑥ 救急車同乗実習 
平成２年度から実施している５年次学生の「救急車同乗実習」において，佐賀消防 

署が行っている救急業務の実態を見学し，救急現場での初期対応を学ぶとともに，佐 
賀市における救急患者受入状況を通して地域救急医療の現状を学ばせる。 

⑦ 関連教育病院実習 
６年次に「関連教育病院実習」として，地域医療の基幹病院である県立病院好生館 

において，軽症患者から重症患者まで，難病，救急患者等も含めて極めて幅広い患者 
を対象とした医療を学ばせる。 

⑧ 地域医療実習 
療養型病床群，老人保健施設，在宅医療や訪問看護，僻地診療所等のさまざまなケ 

アの現場に赴き，地域における包括的な医療のあり方や保健・福祉と医療のかかわり 
を学ぶための１週間の「学外総合ケア実習」を６年次の必修科目として平成 10 年度 
から実施している。カリキュラム改定を経て，平成 20 年度からは２週間の「地域医 
療実習」に改定し，地域医療の現場での実習を充実させる。 

⑨ 基礎系・臨床系選択科目 
６年次に開設する「基礎系・臨床系選択科目」において，佐賀県推薦入学者につい 

ては，地域医療を志す学生のために開設している「診療所実習」及び「在宅医療・在 
宅ケア実習」の履修を義務付け，更に地域医療の中核病院で第一線の医療を学ばせる。 

 
３ 卒後臨床研修 

佐賀県推薦入学による入学者の卒後研修は佐賀大学医学部附属病院と佐賀県立病院好 
生館を中心に，地域の診療所や病院で実施する。既に佐賀県においては県内及びその周 
辺の研修病院の協力を得て，大学病院と地域の病院との両方で研修が可能となっている。 
地域医療・地域保健では診療所外来を中心とし，選択期間に地域に密着した中小病院で 
の選択研修も可能な「地域基盤型大学病院研修」を基盤とし，その後の専門研修につな 

げていく予定である。現在，佐賀大学の卒後臨床研修センターには専任教員が常駐して 
おり，佐賀県の担当者と協議しながら卒後研修体制を構築する。 

 
４ その他 

（１）地域医師研修協議会（仮称） 

佐賀県推薦入学による入学者の地域医療に対する動機付けと指導を推進するため， 
佐賀県推薦入学による学生，佐賀県，県立病院好生館，佐賀大学医学部，医師会，唐 
津赤十字病院，国立嬉野医療センター等で構成する地域医師研修協議会（仮称）を設 
置し，必要とする診療科の絞込み，学生への勧奨，臨床研修内容の作成，専門研修内 
容の作成等を協議する。 

（２）佐賀県医師修学資金貸与制度 

佐賀県では，医学生等を対象に，将来，佐賀県内の公的病院の小児科・産科・救急 

科・麻酔科において勤務することを条件に修学資金を貸与し，貸与期間の 1.5 倍の期
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間，勤務することで返還を免除する制度を平成 17 年度から実施している。（詳細は別

紙参照） 

なお，佐賀県推薦入学特別選抜の最終合格者（２人）は，希望により，当該修学資 
金を１年次から優先的に受けることができることとしている。 

○貸与実績等 

平成 17 年度  小児科４人 

平成 18 年度  小児科３人 
平成 19 年度  小児科１人，産科３人，麻酔科１人 

 



資料７

志願者・入学者における県内出身者の推移（全体）

区　　分 入学定員
全    体 県    内 県    外

志願者数 入学者数 志願者数 入学者数 志願者数 入学者数

平成１０年度 95 637 95 116 24(25%) 521 71(75%)

平成１１年度 95 900 96 125 24(25%) 775 72(75%)

平成１２年度 95 843 95 104 12(13%) 739 83(87%)

平成１３年度 95 1075 95 127 24(25%) 948 71(75%)

平成１４年度 95 563 95 99 30(32%) 464 65(68%)

平成１５年度 95 773 96 125 27(28%) 648 69(72%)

平成１６年度 95 710 95 107 20(21%) 603 75(79%)

平成１７年度 95 649 95 114 26(27%) 535 69(73%)

平成１８年度 95 546 95 112 23(24%) 434 72(76%)

平成１９年度 95 455 95 90 23(24%) 365 72(76%)

１４



資料８

志願者・入学者における県内出身者の推移（推薦入学）

区　　分 募集人員
全    体 県    内 県    外

志願者数 入学者数 志願者数 入学者数 志願者数 入学者数

平成１０年度 25 138 25 17 8(32%) 121 17(68%)

平成１１年度 25 134 25 14 7(28%) 120 18(72%)

平成１２年度 25 118 25 17 4(16%) 101 21(84%)

平成１３年度 25 125 25 14 11(44%) 111 14(56%)

平成１４年度 25 113 26 20 9(35%) 93 17(65%)

平成１５年度 25 139 26 21 11(42%) 118 15(58%)

平成１６年度 25 122 25 20 6(24%) 102 19(76%)

平成１７年度 25 105 25 17 10(40%) 88 15(60%)

平成１８年度 25 86 25 23 10(40%) 63 15(60%)

平成１９年度 25 96 25 22 11(44%) 74 14(56%)
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モデルカリキュラム表

年次 学期 年次 学期

前期
外国語
科目

情報処
理科目

主題科
目

医療心
理学

生活医
療福祉
学

基礎生
命科学

前期
外国語
科目

情報処
理科目

主題科
目

医療人
間学

医療心
理学

生活医
療福祉
学

基礎生
命科学

細胞生
物学Ⅰ

細胞生
物学Ⅱ

後期
外国語
科目

情報処
理科目

主題科
目

医療人
間学

生活と
支援技
術

医療統
計学

細胞生
物学Ⅰ

細胞生
物学Ⅱ

後期
外国語
科目

情報処
理科目

主題科
目

生活と
支援技
術

医療入
門Ⅱ

医療統
計学

細胞生
物学Ⅲ

細胞生
物学Ⅳ

前期
外国語
科目

主題科
目

細胞生
物学Ⅲ

細胞生
物学Ⅳ

感染・免
疫

前期
外国語
科目

主題科
目

人体発
生学

組織学 生化学
生理学
Ⅰ

生理学
Ⅱ

薬理学

後期
人体科
学入門

受胎・発
育・成長

人体構
造概説

人体機
能概説
Ⅰ

人体機
能概説
Ⅱ

後期
医療入
門Ⅲ

主題科
目

感染学・
免疫学

肉眼解
剖学Ⅰ

肉眼解
剖学Ⅱ

微生物
学

病理学

前期
主題科
目

医療入
門Ⅲ

人体機
能概説
Ⅲ

人体機
能概説
Ⅳ

発病機
構入門

前期
地域医
療

呼吸器 循環器 消化器
臨床入
門

後期 呼吸器
循環・腎
泌尿器

消化器
血液・代
謝・内分
泌

後期
代謝・内
分泌・腎・
泌尿

血液・腫
瘍・感染
症

運動・感
覚器

前期
小児・女
性医学

皮膚・結
合織

精神・神
経

運動・感
覚器

前期
皮膚・膠
原

精神・神
経

小児・女
性

後期
医療社
会法制

社会医
学

プライマリー

ケア・救急・

周術期医療

臨床入
門

後期
救急・麻
酔

社会医
学

前期 前期

後期 後期

前期
臨床実
習

地域医
療実習

関連教
育病院
実習

基礎系・
臨床系選
択科目

前期
臨床実
習

地域医
療実習

関連教
育病院
実習

基礎系・
臨床系選
択科目

後期
総括講
義

後期
総括講
義

教養教育科目

専門基礎科目

基礎医学科目

機能・系統別PBL科目

臨床実習 地域医療実習については，平成２０年度から，６年次生の必修科目として，既に実施することとしている。

選択コース 佐賀県推薦入学特別選抜による入学者には，基礎系・臨床系選択科目のなかの「診療所実習」及び「「在宅医療・在宅ケア実習」の
履修を義務付けることとした。

６年次

医療入
門Ⅰ

医療入
門Ⅱ

基礎生
命科学
実験

臨床実
習

１年次

２年次

３年次

４年次

６年次

２年次

３年次

１年次

２１年度以降カリキュラム現行カリキュラム（平成１９年度入学生用）

４年次

５年次
臨床実
習

医療入
門Ⅰ

科目名 科目名

５年次

資
料

９

1
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                       資料 10      

 

定員増に伴う入学者への医師修学資金の貸与について 

 

 

○定員増に伴う入学者（２人）の選抜については、平成２０年度入試から導入している

「佐賀県推薦入学特別選抜制度」を準用することとしている。 

  

※別紙「平成２０年度佐賀大学医学部医学科佐賀県推薦入学特別選抜概要」参照 

 

○この入学者については、希望により、佐賀県医師修学資金を１年次から優先的に貸与

することとしている。（ただし、一般応募の場合は、原則４年次から貸与している。） 

 

○現在、佐賀県医師修学資金貸与制度の定員は、５名であり、佐賀県において、応募・

選考を行い、借受者を決定しているが、「佐賀県推薦入学特別選抜制度」によって入学

した者に対する当該修学資金の貸与は、一般応募とは別枠としている。 

・一般応募 ５名     

・佐賀県推薦入学特別選抜制度による入学者 ２名 

 17 



 

 

 

 

 

平成２０年度佐賀大学医学部医学科佐賀県推薦入学特別選抜概要 
 

 

 

１ 目的 
 

近年、医師の都市集中化が進む中、佐賀県においても、地域的に、また、診療科ごと

に医師の偏在が指摘される状況が生じています。 

本制度は、このような状況を解消し、県民に必要な医療を提供するため、地域等にお

いて不足する診療科目を専攻する医師を養成・確保することを目的とします。 

 

 

２ 特長及び義務 
   

（１） この「佐賀県推薦入学特別選抜」により、佐賀大学医学部医学科への入学を

志願する者は、佐賀県が行う第一次選考を経て、佐賀県の推薦により佐賀大学

医学部による第二次選考を受験する資格を得ることとなります。 

 

   （２） 佐賀県の医療活動に従事する意志のある者であれば、出身高等学校所在地 

は県内外を問いません。 

 

（３） 高等学校を卒業見込みの者だけではなく、既に高等学校を卒業されている 

者についても出願が可能です（ただし、本年度は、高等学校卒業後２年以内 

の者とします。）。 

 

（４） 在学中から卒業後の専攻診療科の選択に関して佐賀大学、佐賀県等の関係 

     者との協議を行い、地域医療において必要な複数の診療科から専攻診療科を 
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選択していただきます。 

※ 

（５） 佐賀大学卒業後は、県内の管理型臨床研修病院において２年間の臨床研修を

行い、その後、６年間は県が指定する県内の医療機関において、医療活動に従

事していただきます（なお、「６年間」には、留学期間等は除きます。）。 

  

 

３ 推薦及び入学者数 
 

佐賀県が佐賀大学医学部へ推薦する人員は６人程度とし、佐賀大学医学部における 

最終合格者は２人です。 

 

 



 

 

 

 

４ 出願資格 
   

（１） 病める人の気持ちが理解できるような思いやりのある温かい心を持ち、将来、 

佐賀県内で医療活動に従事し、県民の健康と福祉の増進に寄与する医師となるこ

とを目指す者。 

 

（２） 高等学校を平成２０年３月に卒業見込の者又は卒業後２年以内の者、若しく 

は高等専門学校を第３学年修了見込みの者又は第３学年修了後２年以内の者で、 

いずれも高等学校等における調査書の学力成績概評がＡ段階（全体の評定平均値

４．３以上）に属している者。 

※ 高等学校には、中等教育学校、特別支援学校の高等部を含みます。 

 

（３） 最終合格者においては、必ず佐賀大学医学部に入学し、卒業後は佐賀県内で 

医療に貢献することを確約できる者。 

     ※ 出願時に、入学の意志及び卒業後の県内勤務の意志を表す「確約書」を提 

出していただきます。 

 

 

５ 佐賀県医師修学資金について  
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佐賀県推薦入学特別選抜の最終合格者は、希望により、佐賀県医師修学資金の貸与を１

年次から優先的に受けることができます。 

※ 

＜佐賀県医師修学資金貸与制度＞ 

医学生等を対象に、将来、佐賀県内の公的病院の小児科・産科・救急科・麻酔科

において勤務することを条件に修学資金を貸与し、貸与期間の1.5倍の期間、勤務

することで返還を免除する。 

 

 

６ 出願期間・試験日・合格発表 

【佐賀県の第一次選考】 

   ○出願期間：平成１９年１１月１日（木）～１１月７日（水） 

 ○試 験 日：平成１９年１１月１７日（土）集団面接 

                  １１月１８日（日）個別面接 ※集団面接合格者のみ 

  ○第一次合格発表：平成１９年１１月１９日（月） 

 

【佐賀大学医学部の第二次選考】 
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  ○出 願 期 間 ：平成１９年１１月２２日（木）～１１月２８日（水） 

  ○試  験  日 ：平成１９年１２月１日（土） 

  ○最終合格発表：平成１９年１２月１７日（月） 



 
 
 
 
 
６．教員名簿[学長の氏名等] 

 



フリガナ

氏名
＜就任（予定）年月＞

ﾊｾｶﾞﾜ ｱｷﾗ

長谷川　照 博士 国立大学法人佐賀大学長

＜平成17年10月＞ （理学） （平成17年10月）

別記様式第３号（その１）

教 員 名 簿

年齢
調書
番号

役職名
現　職

（就任年月）

学 長 の 氏 名 等

保有
学位等

月額基本給
（千円）

― 学長
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